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I．人口ビジョン

１. 人口についての展望

尼崎市の総人口は減少傾向で推移しており、平成２（1990）年には約 50 万人

いた人口が、平成 22（2010）年には約 45 万人になるなど、20 年間でおよそ１割

減少している。 

人口構成は、全国と同様高齢化が進んでおり、平成２（1990）年には 72.5％

であった生産年齢人口の比率が、平成 22（2010）年には 63.7％まで低下してい

る。一方で高齢者の比率は高まっている。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計によると、人口減少と少子高

齢化は今後も進み、平成 52（2040）年には人口 34.1 万人、65 歳以上の高齢者が

占める比率は 36.3％に達し、75 歳以上が総人口の２割弱を占めると見込まれて

いる。 

図表I-１ 尼崎市における年齢四区分別人口と構成比の推移 
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（資料）総務省「国勢調査報告」国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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２. 尼崎市における人口減少の背景

(1) 自然増減 

尼崎市の出生と死亡については、平成 22 年度以降、死亡が出生を上回る自然

減少の状態が続いているが、出生数は比較的堅調に推移しており、大幅な自然減

少が生じている状態ではない。ただし、今後出生数はいわゆる団塊ジュニア世代

が 40 歳代を迎えたことにより、今後大幅に減少していくことが見込まれる。 

図表I-２ 尼崎市における出生・死亡数の推移 
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（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

尼崎市の合計特殊出生率は、全国や兵庫県の値よりも高く、特に 20 歳代前半

など若い世代における出生率が高いことが特徴である。一方で、30 歳代後半の出

生率は兵庫県全体と同等かやや下回る水準となっており、これらの状況を踏ま

え、どのような年齢層に対して、出生増に向けた支援をどのようにしていくか、

検討を進める必要がある。 

図表I-３尼崎市における合計特殊出生率（平成 20-24 年） 

合計特殊
出生率 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

（ベイズ推定値） 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳
全国 1.38 4.8 36.0 87.0 95.1 45.2 8.1 0.2
兵庫県 1.40 5.0 34.1 88.8 99.3 45.0 7.6 0.2

尼崎市 1.47 8.2 43.1 91.8 98.2 45.1 7.9 0.2

母の年齢階級別出生率（女性人口千対、ベイズ推定値）
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(2) 社会増減 

① 社会増減の概況

尼崎市においては、阪神・淡路大震災後の平成７～９年ごろは、年間 5,000 人

にも及ぶ社会減少となっていたが、徐々に減少幅は縮小し、平成 20～21 年にお

いては転入超過になるなど、状況は改善している。ただ、平成 22 年以降は小規

模ながら転出超過が続いている。 

図表I-４ 尼崎市における転入・転出の推移 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

② 転入元・転入先

転入、転出先を見ると、神戸市や大阪市以外の大阪府などに対しては転入超過

となっているが、西宮市や伊丹市、豊中市など、阪神間・北摂の近隣市町との間

で軒並み転出超過となっている。また、東京圏に対する転出超過幅も大きい。 

図表I-５ 平成 25 年における主な転入元・転出先 

（注）東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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③ 転出超過幅が大きな層

平成 25 年における年齢 5歳階級別の純移動の状況を見ると、20 歳代前半が大

幅に転入超過になっているのに対して、０～４歳と 30 歳代が大幅に転出超過に

なっており、いわゆる「子育て世帯」が西宮市や伊丹市などの近隣市に対して大

幅に転出超過になっていることが伺える。 

図表I-６ 平成 25 年における尼崎市の年齢 5歳階級別純移動数 
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（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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純移動数について、国勢調査を用いてその推移をみると、平成 12→17 年のよ

うな、男性のほぼ全世代に渡る転出超過は平成 17→22 年にかけては解消されて

いる。０～４→５～９歳については、どの期間においても大幅な転出超過となっ

ており、子育て世帯の転出超過が長年の課題であることがうかがえる。 

（※平成７年を挟む期間の動きについては阪神大震災の影響を考慮する必要がある） 

図表I-７ 純移動数の変化 
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（資料）各年の国勢調査の結果をもとに、社人研が公表している生残率を用いて死亡要因を除いて推計
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(3) 人口変化の展望 

尼崎市における人口変化の要因を見ると、かつては、自然増加数を大幅に上回

る社会減少があったため、人口が減少していたが、社会減少の幅は縮小傾向にあ

る。平成 20-21 年にかけては、自然増減がほぼ均衡している中で社会増加となっ

たため、人口増加に転じた。しかし、近年は自然減少に転じており、人口減少の

要因については、社会減少だけでなく、自然減少の影響が大きくなっていくもの

と見込まれる。 

図表I-８ 尼崎市における人口減少要因の推移 
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(4) 地区別人口 

市内６地区別に人口の推移を分析すると、各地区とも人口はほぼ横ばいで推移

しているが、世帯数は微増が続いており、世帯あたりの人員の減少、すなわち核

家族化や単身世帯の増加が続いているものと考えられる。 

図表I-９ 尼崎市における地区別の人口・世帯数 
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３. 将来推計人口

(1) 将来人口の推計と分析 

① 人口推計の考え方

ア. コーホート要因法による推計

人口推計は、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）をはじめ、主要な機関

はコーホート要因法を用いて行っている。 

これは、同時期に生まれた年齢集団（コーホート）が時間の経過とともに、純

移動や死亡によって、どのように変化していくか、いくつかの仮定値をおいて、

将来の人口を推計する手法である。 

図表I-１０ コーホート要因法による人口推計のフロー 

基準人口
（平成22年国勢調査）

推計人口

社会増減

自然増減

純移動率

合計特殊出生率

女性子ども比

０～４歳性比生残率

社会移動によって生じた人口の変化
率。

ここの将来仮定値をシナリオごとに
変更して、人口推計結果を算出

当該年齢集団が次の期間（5年
後）に生き残っている確率。
社人研が公表している値を使用。

15-49歳の女性人口に対する、
0-4歳の子どもの人口の比率。

一人の女性が一生に産む子ども
の平均数。

ここの将来仮定値をシナリオごと
に変更して、人口推計結果を算出

0-4歳児の男女比。
一般に男児の方がやや高い。

社人研が公表している各市町
の値を使用。

合計特殊出生率に
一定の換算率をかけて、
女性子ども比を算出

イ. 近年の人口動向の反映

人口推計の基礎となる国勢調査については、５年毎に実施されており、公表さ

れている最新の調査結果は平成 22（2010）年 10 月１日時点のものである。その

ため、その後の人口動向を住民基本台帳による、尼崎市の出生死亡、転入転出の

状況を反映させる。 
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ウ. 将来推計人口（市全体）

上記の方針を踏まえ、将来の様々なシナリオを想定しながら、下記のように人

口推計を行った。 

１）パターン１（現状傾向維持）

シミュレーション１は、社人研推計値に平成 22（2010）年から 26（2014）年

までの６カ年における人口動態の実績値を踏まえ、平成 27（2015）年の推計値の

補正を行った上で、その後の出生率、純移動率、生残率はものと推計における仮

定値を踏襲している。 

それによると、人口は今後も減少傾向で推移すると見込まれ、平成 52（2040）

年には 35 万人を切り、平成 72（2060）年には、最盛期のおよそ半分の 26 万人程

度まで減少するとされている。 

２）シミュレーション１（自然増減回復）

パターン１を基本にしつつ、平成 27（2015）年以降、出生率について、国が

目標としている、平成 42（2030）年までに 1.8、さらに平成 52（2040）年までに

人口置換水準に相当する 2.07 まで回復するケースを想定した。 

その場合、平成 52（2040）年の人口は 37 万人、平成 72（2060）年はパターン

１より５万人ほど多い 31 万人程度と見込まれる。 

３）シミュレーション２（社会増減回復）

パターン１を基本にしつつ、平成 27（2015）年以降社会増減が発生しない、

すなわち純移動率がゼロとなるケースを想定した。 

その場合、人口減少の要因は死亡が出生を上回る自然減少のみとなり、平成

52（2040）年の人口は 36 万人、平成 72（2060）年はパターン１より２万人ほど

多い 28 万人程度と見込まれる。 

４）シミュレーション３（自然増減回復＋社会増減回復）

パターン１を基本にしつつ、純移動と出生について、シミュレーション１と２

の要素を同時に反映させたのがシミュレーション３である。 

この場合、平成 52（2040）年の人口は 38.8 万人、平成 72（2060）年は 33.8

万人程度と見込まれる。 

５）シミュレーション４（本市独自）

パターン１を基本にしつつ、出生率については、平成 42（2030）年までに国

の調査における希望出生率である 1.80 まで回復すると仮定した。純移動につい

ては、市として懸案になっている、ファミリー層の転出超過が、平成 32（2020）

年に平成 22（2010）から 27（2015）年から半減、さらに平成 37（2025）年以降

は転出超過が解消されるケースを想定し、「ファミリー層」として０～４歳→５

～９歳、５～９歳→10～14 歳、25～29 歳→30～34 歳、30～34 歳→35～39 歳、35

～39 歳→40～45 歳の純移動率を対象に半減、移動ゼロの操作を行った。 

この場合、平成 52（2040）年の人口は 38.138.5 万人、平成 72（2060）年は

32.934.3 万人程度と見込まれる。 
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年齢構成別の人口を見ると、シミュレーション１では出生率が回復する場合、

年少人口の数が４万人台を維持し、転出超過の解消も伴うと５万人台まで回復す

るのに対し、出生率が回復しない場合は平成 72（2060）年には２万人台まで減少

する。 

図表I-１１ 尼崎市における将来推計人口 
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図表I-１２ 人口構造の比較 

（社人研準拠） 
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←実績値 推計値→

（シミュレーション１：出生率のみ上昇）            

54,217 53,288 52,078 50,945 48,469 48,192 48,828 48,518 47,070 45,042 43,776

292,262
269,801 255,813 246,033 234,823 217,932

197,332 183,274 173,792 167,964 163,332

60,958
65,911

59,360
46,754

45,569
52,364

59,531
56,615

47,110
40,346 35,673

46,310
55,530

64,700
73,169

71,964
66,568

64,528
67,024

72,642
72,027

67,395

453,747 444,531
431,950

416,901
400,824

385,056
370,219

355,432
340,614

325,378
310,175

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

（人）

（年）

75歳以上

65～74歳

15～64歳

0～14歳

←実績値 推計値→
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（シミュレーション２：社会移動が均衡） 
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←実績値 推計値→

（シミュレーション３：出生率上昇+社会移動均衡） 
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←実績値 推計値→

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」他
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（シミュレーション４：目標） 
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←実績値 推計値→

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」他

※参考 

（尼崎版希望出生率 1.77 を 2025 年までに実現し、以降その水準が継続する場合） 
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←実績値 推計値→

希望出生実現数値の根拠 

アンケート回答者（転出以外）の希望子ども数の加重平均→2.23 人 

平成 22 年時点の尼崎市の 45 歳女性の既婚率→79.4％ 

⇒子どもが産める年齢のうちにこれだけの女性は結婚すると仮定 

2.23×0.794＝1.77 
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エ. 人口の構成バランス

社人研推計値は年が若いほど人口が減り、明らかに長期的に持続可能でない。 

（社人研：2060）           （目標：2060） 
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ファミリー世帯の転出を抑制し、出生率を向上させることにより、バランスの

とれた人口構成が実現され、人口規模を保ちつつ、中長期的に持続可能な地域社

会の形成が可能になる。 

（参考・希望出生実現：2060） 
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オ. 将来推計人口（地区別）

社人研の推計における仮定値と、国勢調査の小地域集計の結果を元に、尼崎市

内の６地区について、将来推計人口を簡易な手法で算出すると、結果は以下の通

りになった。いずれの地区においても人口が微減傾向を示すことは共通してい

る。年齢構成を人口ピラミッドでみると、年齢が若いほど人数が少なくなる傾向
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がいっそう顕著になり、コミュニティの形成のあり方等にも大きな影響を与える

ものと考えられる。 

図表I-１３ 尼崎市における地区別の将来推計人口 
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（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」をもとに作成

図表I-１４ 尼崎市における地区別の将来推計人口（人口ピラミッド） 
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【小田地区】 2010年
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【武庫地区】 2010年
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【園田地区】 2010年
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（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」をもとに作成
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(2) 人口の変化が将来の地域に与える影響 

① 人口構造の変化

今後、出生率の大幅な回復がないままで推移すると、高齢者の数に対して若年

層が極端に少ない人口構造が成立する。それに伴って、地域の社会経済に様々な

影響が生じると考えられる。 

【平成 22（2010）年実績値】      【社人研準拠：平成 52（2040）年】        
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② 人口変化が地域経済にもたらす影響の試算

一人当たりの民間消費支出額が変わらないと仮定し、社人研推計どおりに人口

が減少するとした場合、民間消費支出は平成 22 年（2010 年）から 72 年（2060

年）にかけて、4,000 億円以上減少し、ほぼ半減すると見込まれる。 

図表I-１５ 民間消費支出への影響 
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（資料）兵庫県「市町民経済計算」をもとに作成
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③ 人口変化が市財政にもたらす影響の試算

高齢化、人口減少に伴い、働き手となる生産年齢人口が減少することにより、

税収が減少し、市の財政運営が困難を増すことが予想される。個人市民税は、平

成 72 年には、本年度予算の半分以下になると見込まれる。 

介護保険、後期高齢者医療については、今後 50 年間で２度のピークがあると

見込まれる。一度目が団塊世代が後期高齢者を迎える平成 37 年ごろ、二度目は

団塊ジュニア世代が後期高齢者を迎える平成 62-67 年ごろと見込まれる。 

図表I-１６ 個人市民税への影響 
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（注）社人研推計の人口推移のもと、20-70歳の人口一人あたり個人住民税額が一定と仮定し、平
成 27年度予算額を基に算出。

（資料）尼崎市予算資料をもとに作成

図表I-１７ 介護保険特別会計・後期高齢者医療特別会計の歳出額への影響 
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（ 注 ）社人研推計どおりの人口推移のもと、75歳以上の人口一人あたりにかかる介護、後期高齢
者医療にかかる費用が一定と仮定し、平成 27年度予算額を基に算出。

（資料）尼崎市予算資料をもとに作成
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４.総合戦略に向けた視点

(1) 子育て世代の転出超過の解消 

尼崎市の人口の変化において、最も課題となっているのは、０～４歳の幼い子

どもの大幅な転出超過である。これを解消するためには、その親を含めた子育て

世代の転出超過を解消する必要がある。 

そのために、子育て支援や子育て世代のニーズに応える学校教育の改善に一層

力を入れるとともに、尼崎市に住んでよかった、これからも住みつづけたいと思

えるシビックプライドの醸成が求められる。（柱の①②⑥） 

(2) 出生数減少への対応 

社会減少が解消されても、出生率が回復しない限り、人口の自然減少は継続

し、その幅は拡大していく。尼崎市においても中長期的には人口減少の主因が社

会減少から自然減少に移行していくと考えられるため、子どもを持ちたいと思う

人がその希望を叶えられる環境を整え、出生数の回復に取り組む必要がある。

（柱の①） 

(3) 超高齢社会への対応 

尼崎市においても、25 年後には超高齢社会を迎える。高齢者が出来るだけ長

く元気に地域で過ごせるように、超高齢社会にふさわしい福祉や健康づくりに向

けた取組を進めていく必要がある。 

(4) 人口構造の変化への対応 

人口の減少や、年齢構成の変化に伴い、公共施設や、そこで提供される行政サ

ービスに求められる内容・規模も変化していくと考えられる。また、道路や住宅

などの都市インフラのあり方についても人口構造の変化に対応した機能を持つ

ことが求められる。 


